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『現代日本産業発達史W鉄鋼~ (昭和44年12月〕では， 第 1次大戦後の需要構
造の変化によって，①軍需の減少による製鉄所=国家資本の民間分野への積極
的進出から官と民の対立=競争，②輸入鋼材と園内鉄鋼業との対立=競争とい


























































































大正 8 年 281 (51) 267 549 
9 277 (52) 257 533 
10 314 (56) 251 565 
11 364 (55) 298 662 
12 406 (54) 349 755 
13 436 (52) 405 841 
14 541 (52) 502 1，043 
昭和元 670 (53) 587 J，25fi 
2 728 (51) 687 1，415 
3 841 (49) 879 1，720 
4 937 (46) 1，097 2，m4 
5 911 (47) 1，010 1，921 
6 629 (38) 1，034 1，663 
7 832 (39) 1，281 2.113 































































188 414 939 1.105 
109(58) 213(52) 360(38) 365(33) 
79(42) 201 (48) 579(62) 740(67) 
191 304 191 81 
351 691 1，067 1，077 




19 32 68 285 
16(84) 22(69) 62(91) 109(38) 
3(16) 10(31) 6( 9) 175(62) 
38 88 157 39 
56 120 226 324 













































6) r製鉄鋼調査会答申書J (大iE14年4月11日) w渋沢単一伝記資料』第56巻所収. 615-616ベ
ジ。




3.2 64.6 3.8 12.6 0.6 2.6 12.6 100.0 
棒角 鋼 18.8 18.2 7.0 30.3 1.1 4.8 19-B 100.0 
鋼平 鋼 6.2 28.9 6.6 27.7 0.9 4.4 25.3 100.0 
その他共計 5.1 53.2 4.6 17.9 0.7 3.2 15.3 100.0 
山 形 出荷 8.6 5巧9 14_1 14.7 0_3 1.6 7.8 1000 
形 鋼 7.5 53.7 13.5 13.6 0.3 1.3 10.1 100.0 
0.3 38.0 0.3 17.6 0.4 日4 43.0 100.0 
7.6 14.2 278 31.1 01 1.1 16.6 100.0 
の他共計 5.8 21.9 18.4 27.6 0.2 日9 42.9 100.0 
線 材 5.8 64.1 0.2 29.9 100.0 
鋼 管 6.9 7.0 16.6 13.2 28.3 9.8 UL2 100.0 








大正B年 100 100 
10 105 98 
12 144 110 
14 168 99 
昭和2 235 150 
4 304 180 
6 183 143 




100 1日3 100 
91 113 97 
167 138 125 
178 148 126 
291 252 178 
402 354 226 
430 161 148 
576 274 244 
全体の鋼材品種の需要の伸びを大戦後から昭和恐慌期にかけて分析してみる












製 鉄 所 15町17.6)216(65.1) 23((8.7) 204(42.8)1 272(100) 109(38.4) 1.064(37.1~ 
上位民間五社 357(42.2) 109(32.8) 236(87.0) 257(54.0)1117(100) 176(61.6) 889(31.1) 
計 507(59.8) 325(97.9) 259(96.7) 461(96酌117(100)272(100) 285(10日)1.953(68.2) 
その他共言i847 331 271 476 117 272 285 2.863 
品種別割合 29.6 11.6 9.5 16.6 4.1 9.5 10.0 
(1) ( )はシェア.%
















12) 高村直助「独占資本主義の確立と中小企業J I岩波講座日本歴史』近代5，昭和田年9月， 52 
ベジ。
鋼材カルテル成立の諸前提 (79) 79 
第6表企業形態別鋼材生産高(昭和4年〕 第7表需要と圧延能力
f千トン千トン〉
企 業戸五「生産五下五一 鋼 ltl~ 要 i 能刀|過不足
製 鉄 所 1 899 44 
〔銑鋼一貫〕 3 160 8 
平炉圧延 12 739 36 
電気炉ー鋳造 14 21 1 
単純 E 延 6 106 5 
単純製銑 6 o 








大形鋼 482 624 + 142 
中形鋼 279 402 + 123 
小形鋼 654 636 18 
厚 4買 278 538 十 260
中 板 136 105 31 
薄 板 421 262 - 159 
線 キオ 239 160 79 
室岡 管 141 96 45 













































『眠売旬報1168号〔昭和6年7月22日). 中島龍一「伸鉄の話J I鉄鋼昇1 (昭和27年2'4
月〉宮参照し
1 
鋼材カルテル成立の諸前提 (81) 81 
第 8表企業別条鋼生産能力及生産高(大正14年現在〕
a 白 主サt




? ??????? ???? ー??? ?? ????? ?↑ ??
草4 鉄 所 336，0日 73，500 120，000 529，500 220.381 
釜 石 鉱 山 32，000 32，000 30，700 
兼 甫 b3，000 63，000 。
九 州 製 指摘 52，5日D 52，500 O 
浅 野 倉 21，000 21，000 21，242 
大 阪 製 鉄 16，OUリ 16，000 26，283 
住 友 イ申 事司 21，000 21，000 9，342 
川崎造船〔兵庫〕 21，000 16，00日 37，000 21，204 
神戸製鋼所 10，500 8，000 18，500 29，193 
日 本 幸司 管 34，300 40，000 74，300 82.521 
東 海 j岡 業 21，000 21，000 20，831 
A 日 451，500 202，300 232，000 885，800 451，697 
平均需要(大TF.8"，12年) 220白日 3 200，000 240，000 
過 不; 足 十 231，500 十 2，300 8，000 
(1 r鉄鋼業が復活するまでJ I財界研究~ 5巻5号〈昭和 3年11月〉付室。藤沢勇次「本邦鉄
鋼業樹立上の要件Jr国民経済雑誌"44巻6号付主。














82 (82) 第 118巻第 1.2号
第9表民間企業の資産・負債 (千円)


























































































































































条鋼分野協定会 T.15. 6 丸定・角・平鋼の官民生産分野協 製鉄所と民間10社~S. 8. 6 
関東鋼材販売組合 S. 2.11 協関定東三社による丸鋼の生産販売 製富士鉄所製鋼，釜石，日本鋼管， 三兆三菱，富士3両日は"-' S. 11. 12 
鋼材連合会 S. 4. 4 民間分野自丸・平銅の生産協定 民間6社..s. 7.11 
日本黒板;共)血組合 S. 5. 8 生厚産物部協定〉 ・共同販売〔薄物部， 製鋼鉄業所，中，山川鉄崎板造，船徳，山鉄日本板 三宅井，三菱，岩井， 安...s 7. 8 
日本線材共販組合 . S. 5.10 5共5同m販1m売極軟鋼線材回生産協定3 製鉄所，神戸製鋼所 三宅井'"'1日三商菱， 岩井， 安.，s. 8. 2 
中板共阪組合 S. 5.10 1同~販6売OmJm鋼板の生産協定，共 製鉄所，東海鋼業 東4海1吐鋼業の直売を除き~S. 7. 9 
厚板共販組合 S. 6. 2 共6.0同m販1m売以上の鋼板の生産協定j 製造鉄舵所東，海川鋼崎業造船， 浅野 組4合社3社司直売台除#"'5. 7. 9 
小J口斗型山理鋼共販組 S. 6. 3 5協0定m，/皿共未同満販等売辺山形鋼の生産 製鉄所，釜石 三宅井，三菱，岩井， 安~S. 7. 9 













『鋼材倶深部二十五年史』凹へ ジ， ~日本鉄鋼販売史JI 61-62べ一九
11 
12) 
鋼材カルテノレ成立の諸前提 (87) 87 
自給率を上昇させた。それは，鋼材各製品分野での総合的な生産をおこなう製
鉄所と各個別製品分野に特化した少数の民間平炉圧延企業によって担われた。
各製品分野において，需要と生産能力の聞には過不足が著しく，民間企業は土
木建築・機械鉄工業のような需要の増大している能力不足の製品分野へ進出す
ることによって，操業度を上昇させ，生産をよ普大させた。ー方，製鉄所，財閥
系企業も増産であったが，過剰設備をもち，操業度は低かった。
昭和恐慌に突入するや，普通圧延鋼材を生産し，製鉄所と競合していた非財
閥系民間企業は資金調達の不安定性と自己資本比率の低下している中で経営的
危機に直面Lた。また，製鉄所=困家資本もた〈きんの在庫をもっていたし.
国家資本正じて民間企業を保護しなければならなかった。こうしで，カノレテノレ
は，各製品分野で官民が参加(官の譲Zめしていること，非財閥系企業が主流を
なLていること，輸入鋼材との競争，官民の競争の統制を目的としていること，
生産の集積の低位性から価格支配力が弱いこと，等の特徴をそなえたものとし
て成立したのである。
カノレテルが，独占形成上の一つの画期をなしたが，独占団体としての性格を
特徴つける価格支配力という点では脆弱性を持ち，生産の集積の低位性を何ら
かの形で補完するものでなければならなかった。そこで，カノレテノレ成立前後に
進行した流通機構の独占的再編成が問題となってくる。カルテノレ参加の民間鋼
材生産者の中での財閥金融資本の比重の小さい点，これとは対照的に財閥金融
資本の流通担当者としτの比倒的優越性を考える時，流通過程の分析は不可欠
の課題となる。後進資本主義国における独占形成は，生産の集積以外の諸要因
の動員によって促進されるだけになおさらのことである。
